
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

解体工事を施行する場合は、解体工事業の許可が必要となります 
施行日以降、従来、とび・土工工事業で行っていた工作物解体工事を施工する場合は、解体
工事業の許可が必要となります。 
解体工事業の技術者要件は以下のとおりです。 

 ●特定建設業の営業所専任技術者（監理技術者）要件 
 ・１級土木施工管理技士※１ 

 ・１級建築施工管理技士※１ 
 ・技術士（建設部門又は総合技術監理部門（建設）） ※２ 
 ・主任技術者としての要件を満たす者のうち、元請として４，５００万円以上の解体工事に関し

２年以上の指導監督的な実務経験を有する者  

●一般建設業の営業所専任技術者（主任技術者）要件 
 ・監理技術者の資格のいずれか 
 ・２級土木施工管理技士（土木） ※１ 
 ・２級建築施工管理技士（建築又は躯体） ※１ 
 ・とび技能士（１級） 
 ・とび技能士（２級）合格後、解体工事に関し３年以上の実務経験を有する者 
 ・登録技術試験（種目：解体工事） ※３ 
 ・大卒（指定学科※４）３年以上、高卒（指定学科※４）５年以上、その他１０年以上の実務経験 
 ・土木工事業及び解体工事業に係る建設工事に関し１２年以上の実務の経験を有する者のうち、

解体工事業に係る建設工事に関し８年を超える実務の経験を有する者 
 ・建築工事業及び解体工事業に係る建設工事に関し１２年以上の実務の経験を有する者のうち、

解体工事業に係る建設工事に関し８年を超える実務の経験を有する者  
 ・とび・土工工事業及び解体工事業に係る建設工事に関し１２年以上の実務の経験を有する者の

うち、解体工事業に係る建設工事に関し８年を超える実務の経験を有する者 

※１ 平成27年度までの合格者に対しては、解体工事に関する実務経験１年以上又は登録解体工事講習の受講が必要。 

※２ 当面の間、解体工事に関する実務経験１年以上又は登録解体工事講習の受講が必要。 

※３ 平成28年6月1日より登録試験の申請を開始し、登録後順次、官報公告。 

※４ 解体工事業の指定学科は、土木工学又は建築学に関する学科 

※５ ※１及び※２に記載の登録解体工事講習は、平成28年6月1日より登録講習の申請を開始し、登録後順次、官報公告。 

 

建設業者の皆様へ 

 解体工事業の新設に伴う経過措置について 
① 施行日時点でとび・土工工事業の許可を受けて解体工事業を営んでいる建設業者は、平

成３１年５月３１日までの間は、解体工事業の許可を受けずに解体工事を施工すること
が可能です。 

② 施行日前のとび・土工工事業に係る経営業務管理責任者としての経験は、解体工事業に
係る経営業務管理責任者の経験とみなされます。また、経管者に準ずる地位における経
験も同様です。 

③ 施行日時点でとび・土工工事業の技術者に該当する者は、平成３３年３月３１日までの
間は、解体工事業の技術者とみなされます。 

④ 経営事項審査においても、平成３１年５月３１日までの間は、従来のとび・土工工事業
と変わらない評価による点数も算出します（完成工事高・技術職員数）。また、平成３
３年３月３１日までの間は、上記③に該当する者も解体工事業の技術職員として評価さ
れます。 

解体工事業の新設に伴い、解体工事業に係る経営事項審査が新設されます 
施行日以降に経営事項審査を受審する場合は、新たな業種区分に基づき評価されます。 
（経過措置あり） 



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

お問い合せ先 

国土交通省土地・建設産業局建設業課 ０３－５２５３－８１１１（内線２４７５６ 、 ２４７１８） 

特定建設業の許可や監理技術者の配置、民間工事における施工体制台帳の作成
を要する下請契約の金額が引き上げられます 
これまで建築一式工事以外の場合は３，０００万円だった要件が４，０００万円に、建築一
式工事の場合は４，５００万円だった要件が６，０００万円に引き上げられます。 
 

専任の現場配置技術者が必要な建設工事の請負代金額が引き上げられます 
これまで建築一式工事以外の場合は２，５００万円だった要件が３，５００万円に、建築一
式工事の場合は５，０００万円だった要件が７，０００万円に引き上げられます。 

実務経験者の対象範囲に、高度専門士が大学卒業相当、専門士が短期大学卒業
相当、それ以外の専門学校修了者が高校卒業相当として位置づけられます 

 ※高度専門士は専修学校の専門課程の修了者に対する専門士及び高度専門士の称号の付与に関す 
  る規定（平成6年文部省告示第84号）第三条、専門士は同告示第二条に規定のものを指します。 

建設業許可申請書、変更届出書、経営事項審査申請書に法人番号（※）記載欄
が追加されます 
※行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 （平成２５年法律第２７
号）同法第３９条第１項又は第２項に基づき、平成２８年１月１日より国税庁長官から指定・通知さ
れる番号をいいます。 

役員の範囲が拡大されます 
役員の範囲に、業務を執行する社員、取締役、執行役等のほか、これらに準ずる地位にあり、
許可を受けようとする建設業の経営業務の執行に関し、取締役会の決議を経て取締役会又は
代表取締役から具体的な権限委譲を受けた執行役員等も追加されます。  

確認書類が簡素化されます 
職務経験を確認するための書類を、請負契約の締結等経営業務に関する決裁書等に代えて、
取締役会の議事録や人事発令書等とします。 

これまで別々に発行されていた資格者証と講習修了証が統合され、資格者証の
裏面に講習修了履歴が掲載されることとなります 

「登録基礎ぐい工事試験」がとび・土工工事業に係る一般建設業の営業所専任
技術者（主任技術者）の資格に追加されます  

 ※平成２８年６月１日より登録試験の申請を開始し、登録後順次、官報公告。 


